
 

 

 

 

はじめに 

  

都市計画基礎調査は都市計画法第6条に基づき実施される法定調査です。昭和４４年の第１回調査

以降、おおむね５年ごとに実施されており、今回の令和２年度調査で第１１回目となります。 

本調査では、県が主体となり市町村が協力し、「都市計画基礎調査の手引き」（神奈川県県土整備

局）に基づき、土地利用や建物の現況、都市施設、市街地整備の状況等について調査を行っています。 

本市においては、昭和６０年度以降の調査結果について、土地利用現況、建物現況の集計データ（エ

クセルデータ）を整備しており、また、平成２年度以降の調査結果については、土地利用現況、建物

現況などの地図データを整備しています。 

本書ではさまざまな都市政策の企画立案、都市計画の運用等に活用することを目的とし、令和２年

度調査の中で川崎市が実施した調査の結果を基に、本市における土地利用と建物現況をまとめるとと

もに、過去の集計データを用いて主に平成２年度調査以降の推移について解析を行いました。 
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（参考）都市計画法第６条（都市計画に関する基礎調査） 

 

１  都道府県は、都市計画区域について、おおむね五年ごとに、都市計画に関する基礎調査として、

国土交通省令で定めるところにより、人口規模、産業分類別の就業人口の規模、市街地の面積、

土地利用、交通量その他国土交通省令で定める事項に関する現況及び将来の見通しについての

調査を行うものとする。  

 

２  都道府県は、準都市計画区域について、必要があると認めるときは、都市計画に関する基礎調

査として、国土交通省令で定めるところにより、土地利用その他国土交通省令で定める事項に 

関する現況及び将来の見通しについての調査を行うものとする。  

 

３  都道府県は、前二項の規定による基礎調査を行うため必要があると認めるときは、関係市町村

に対し、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。  

 

４  都道府県は、第一項又は第二項の規定による基礎調査の結果を、国土交通省令で定めるところ

により、関係市町村長に通知しなければならない。  

 

５  国土交通大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、都道府県に対し、第一

項又は第二項の規定による基礎調査の結果について必要な報告を求めることができる。 

 

都市計画基礎調査結果データの利用上の注意点 

 

● 調査年度により調査項目が異なります。 

● 調査年度により土地利用現況調査、建物用途現況調査の分類が異なります。 

● 調査年度により土地利用区分が異なる箇所のうち、おおよそ 1ha 未満の一体の土地利用に

ついては、実際には土地利用の変化がない箇所が含まれています。 

●  建物の用途と土地利用が不整合な箇所があります。 

 

  以上のことから、土地利用の変化の分析や、土地利用と建物用途の関連の分析を行う場合には、

調査精度の限界に配慮することが必要です。 
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